
　

現
在
、
老
人
保
健
を
受
給
し
て
い
る
方

は
、
自
動
的
に
後
期
高
齢
者
医
療
に
加
入

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
加
入
の
手

続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
４
月
以
降
に　

歳
に
な
り
、
新

７５

た
に
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者

に
な
る
方
も
加
入
の
手
続
き
は
必
要
あ
り

ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、　

歳
以
上　

歳
未
満
で
一
定

６５

７５

の
障
が
い
が
あ
る
方
が
、
４
月
以
降
に
こ

の
制
度
に
加
入
す
る
場
合
は
、
手
続
き
が

必
要
で
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
へ
の
加
入
に
よ
り
、

国
民
健
康
保
険
や
被
用
者
保
険
で
手
続
き

が
必
要
と
な
る
場
合（
７
ペ
ー
ジ
の
表
を

参
照
）が
あ
り
ま
す
の
で
、
現
在
加
入
し

て
い
る
健
康
保
険
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
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　政府管掌健康保険（社会保険）、組合管掌健康保険（企業の
健康保険など）、船員保険、公務員の共済組合などのこと
で、国民健康保険、国民健康保険組合は含まれません。
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保
険
料
は
北
海
道
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
が
定
め
、
２
年
ご
と
に
見
直
し
を

行
い
ま
す
。

　

原
則
と
し
て
、
４
月
の
年
金
か
ら
の
天

引
き（
特
別
徴
収
）に
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
１
年
間
に
受
け
取
る
年
金
の

額
が　

万
円
未
満
の
方
や
、
介
護
保
険
料

１８

と
の
合
計
額
が
年
金
受
給
額
の
２
分
の
１

を
超
え
る
方
な
ど
、
特
別
徴
収
で
き
な
い

場
合
は
、
納
付
書
や
口
座
振
替（
普
通
徴

収
）で
納
め
ま
す
。

　

所
得
の
低
い
世
帯
の
被
保
険
者
は
、
世

帯
の
所
得
水
準
に
応
じ
て
、
均
等
割
額
が

軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
保
険
料
の
負
担
が
な

か
っ
た
被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
は
、
２

年
間
は
所
得
割
額
が
か
か
ら
ず
、
均
等
割

額
も
半
額
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
平
成　
２０

年
度
は
特
例
措
置
が
あ
り
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
や
各
国
民
健
康
保
険
組

合
に
加
入
し
て
い
た
方
は
、
対
象
と
な
り

ま
せ
ん
。
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均等割額 ４３,１４３円
所得割率 ��９.６３％

平成２０・２１年度
年間の保険料率

最高限度額５０万円������

※所得とは収入から必要経費（各種
控除）を差し引いたもの。

 （前年の所得－３３万円）×９.６３％

����
被保険者の所得に応じて負担

※

����
被保険者全員が等しく負担

４３,１４３円
年額
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４
月
１
日
現
在
で
被
保
険
者
に
な
る
方

へ
は
３
月
下
旬
に
、
４
月
２
日
以
降
に
被

保
険
者
に
な
る
方
へ
は
、
被
保
険
者
の
資

格
を
取
得
す
る
日
ま
で
に
新
し
い
保
険
証

を
送
付
し
ま
す
。

　

現
在
の
老
人
保
健
制
度
と
同
じ
く
、
一

般
の
方
は
１
割
、
現
役
並
み
所
得
の
あ
る

方
は
３
割
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

　

高
額
療
養
費
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
の

給
付
は
、
基
本
的
に
は
老
人
保
健
制
度
や

国
民
健
康
保
険
と
同
じ
で
す
。
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印鑑

転入届他の市区町村から転入したとき

健康保険資格喪失証明書
職場の健康保険をやめたとき

職場の健康保険の被扶養者でなくなったとき

母子健康手帳子どもが生まれたとき

保護廃止決定通知書生活保護を受けなくなったとき

�������	���������

印鑑

保険証、転出届他の市区町村へ転出するとき

国保と職場の両方の保険証
職場の健康保険に入ったとき

職場の健康保険の被扶養者になったとき

保険証死亡したとき

保険証、保護開始決定通知書生活保護を受け始めたとき

�������	��������	
�

保険証、在学証明書、印鑑国保加入者が修学のために住所を変更するとき

加入の手続きが遅れると、国保の加入資格を得た月までさかのぼって保険料を納めなけれ
ばなりません。また、手続きしていない間の医療費は一時的に全額自己負担になります。

脱退の届け出が遅れると、届け出までの間、国保の保険証で受診した医療費の国保負担分
を全額返納していただきます。
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問
合
先 

市
高
齢
・
介
護
室
医
療
給
付
係


